
小金井市行財政改革市民会議（第８回）次第 

 

日時 令和元年９月１１日（水）    

午後６時００分から       

場所 市民会館萌え木ホールＢ会議室  

 

１ アクションプラン２０２０の進捗チェックについて（18:00～18:30） 

 

 

 

２ アクションプラン２０２０の改定について（18:30～19:00） 

 

 

 

３ 第９期行財政改革市民会議の提言について（19:00～20:00） 

 

 

 

４ その他 

 提言の予定日時 

 第１０期市民会議委員の選考スケジュールの見通し 

 

 

 

 

 

 

 

※ 配布資料 

資料１ アクションプラン２０２０進行管理シート（令和元年度上半期分） 

資料２ アクションプラン２０２０の改定について 

資料３ 第９期行財政改革市民会議の提言について 



小金井市行財政改革市民会議（第８回）

■記載内容

□R元年度上半期の取組
（Ｄ）

□今期の評価（C）

□改善事項（A）

■進行管理／進捗チェックの流れ

①各部署での自己評価（Ｄ・Ｃ・Ａ）

③各部署が記入した評価等を見直し（Ｃ・Ａ）

・アクションプラン２０２０で定めた計画（Ｐ）の変更が必要な場合、その内容

・今期の評価（Ｃ）が「Ｂ」「Ｃ」評価の場合は、次年度に向けた取組内容を記入

②行財政再建推進本部（庁内）での進行管理　及び

　行財政改革市民会議（庁外）での進捗チェック（Ｃ・Ａ）

【凡例】

　　Ｓ：計画を超えて達成

　　Ａ：計画どおりに達成

　　Ｂ：実施したが計画に未達

　　Ｃ：未実施

令和元年９月１１日

アクションプラン２０２０進行管理シート（令和元年度上半期分）

取組項目ごとの、令和元年度上半期の計画（Ｐ）に対する、令和元年９月末時点の

取組内容

計画（Ｐ）に対する取組についての評価と評価の理由を記入

（評価の例）
課内検討 → Ｓ：庁議等で協議し一定結論を得た

Ａ：課内検討を終え一定結論を得た
Ｂ：検討を進めたが結論を得ていない
Ｃ：課内検討に至らなかった

庁内検討 → Ｓ：行政決定し、事業を実施した
Ａ：庁議等で協議し一定結論を得た
Ｂ：検討を進めたが結論を得ていない
Ｃ：庁内検討に至らなかった

実施 → Ｓ：想定以上の成果が出た
Ａ：ほぼ想定どおりの成果が出た
Ｂ：効果が想定を下回った、実施時期が遅れた
Ｃ：実施に至らなかった

推進 → Ｓ：新たな取組へ昇華した
Ａ：遺漏なく推進した
Ｂ：推進したが実施できなかった
Ｃ：事業自体廃止した

資 料 １
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取組①

計画（Ｐ）
R元上半期 評価

企画政策課 ⑧推進 Ａ

企画政策課
④審議会

等
Ａ

行政経営
担当

③庁内
検討

Ａ

納税課 ⑧推進 Ｂ

納税課 ⑧推進 Ａ

納税課 ①調査 Ａ

まちづくり
推進課

⑧推進 Ａ開発の推進
法・条例・要
綱に基づく開
発指導

良好な住環境
整備の推進

条例・要綱に基づ
き、適切に推進して
いるため。

なし

市税収納率の改善
（東京都市部で上位となる収納率
の確保・維持）

継続実施 歳入確保
市税収納率の維持
ができた。

なし

徴収困難な市債権引継ぎ 他市調査
他市取組状
況

他市の状況が把握
できた。

なし

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

なし

徴収引継の
対象となる介
護福祉課等
も含めた協
議に入る。

なし

なし

公売を実施
できるよう捜
索などに取り
組む。

アクションプラン２０２０　進行管理シート

後世に夢を残そう！
税収等の確保

取組項目 担当部署
R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

上期では、公売をす
る案件がなかった
が、後期では、捜索
などを実施しながら
公売に向け取り組ん
でいく。

第４次小金井市基本構想・後期基
本計画とまち・ひと・しごと創生総合
戦略の推進

継続実施 計画の推進
問題なく推進してい
る。

徴収引継（債権管理の推進）
納税課との協
議

実施に向けた
課題の整理

納税課と協議して、
実施に向けた課題
及び大まかな検討ス
ケジュール等を共有
できているため。（９
月末時点の予定）

第５次小金井市基本構想の策定
長期計画審
議会の設置・
検討

検討の実施
問題なく推進してい
る。

不動産公売・インターネット公売 未実施
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取組②

計画（Ｐ）
R元上半期 評価

企画政策課 ⑧推進 Ａ

行政経営
担当

③庁内
検討

Ｂ

行政経営
担当

⑦実施 Ｂ

生涯学習課
②課内
検討

Ｂ

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

広告等の活用推進
スポーツ振興
担当との情報
共有

検討状況の
把握

栗山運動公園にお
けるネーミングライツ
導入に関する検討
が継続的に実施さ
れているものの、新
たな取組の実施に
は至っていないため

ネーミングライツ導入（総合体育
館・栗山運動公園）

業者ヒア実施
他市事例研
究

他市事例を参
考に業者と協
議

総合体育館につい
ては結論を見たが、
栗山公園健康運動
センターについては
調査の段階である。

引き続き調
査を行う。

寄付金の募集強化（ふるさと納税
の活用推進）

制度変更の
対応

寄付金の募
集強化

ポータルサイトを利
用し、募集強化を
図った。

新たな取組
の検討

なし

・実現可能事
業の抽出
・準備及び実
施スケジュー
ル整理

寄付金の募集強化の仕組みづくり
コミュニティ文
化課との協議

はけの森美術
館での早急な
ＧＣＦ実施は
困難であるこ
とが判明し
た。

はけの森美術館で
のGCF実施が可能
か協議したが、実施
に向けた検討まで至
らなかったため。

アクションプラン２０２０　進行管理シート

知恵と工夫で勝負！
新たな財源等の確保

取組項目 担当部署
R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由
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取組③

計画（Ｐ）
R元上半期 評価

行政経営
担当

⑦実施 Ｃ

財政課 ⑧推進 Ａ

管財課 ⑦実施 Ａ

管財課 ⑧推進 Ｂ

管財課 ⑧推進 Ａ

管財課 ⑧推進 Ｂ

会計課 ⑧推進 Ａ

選挙管理
委員会事務局 ⑦実施 Ａ

保険年金課 ⑧推進 Ａ

環境政策課
③庁内
検討

Ｂ

交通対策課 ⑦実施 Ａ

交通対策課 ⑦実施 Ａ

交通対策課
③庁内
検討

Ｃ

特別会計の健全化

開票事務の迅速化
天地表裏反
転ユニットの
導入を実施

開披のみの
時間数の比
較は困難だ
が、開披作業
の効率化に寄
与した。

諸条件の差異により
単純比較はできない
が、投票用紙の天地
表裏を揃える作業を
機械化することで、
作業の効率化が可
能となった。

地方公会計の整備 継続 なし
関係各課連携し、業
務を推進している。

連携を密に
する。

地方公会計の整備

平成30年度
の備品管理
状況を取りま
とめた

備品管理が
適正に行われ
た

規定のスケジュール
どおりに進行してい
る

なし

低未利用地の活用・処分 継続 処分3件実施
3件の処分を迅速に
行った。

なし

新たな入札契約方式（ＤＢ・ＤＢＯ
等）の活用促進

継続
ＤＢに係る入
札公告１件実
施

４月にＤＢに係る入
札公告を行ったが、
参加申請者数が指
定要件を満たさず、
中止としたため。

要件を見直
し、Ｒ元年度
下半期に別
途入札を行
う。

主管課契約事務の見直し

主管課契約
事務拡大実
施・問合せ対
応

事務の効率
化

各課の問合せへの
対応、研修の実施等
により、順調に進ん
でいる。

なし

放置自転車撤去業務の見直し

地方公会計の整備
H30財務書類
作成作業を開
始

H29財務書類
の錯誤修正

H30財務書類の作成
に向け、積極的に推
進しているため。

各部・各課コスト管理の推進

・市議会での
新たな事務事
業評価に係る
勉強会実施
・多摩２６市行
政評価実施
状況調査の
実施

・事務事業評
価の事例等
の市議会との
共有
・多摩２６市の
行政評価実
施状況調査
結果

新たな事務事業評
価に向けた検討や
学習会の実施等は
進んでいるものの、
実施には至っていな
いため

アクションプラン２０２０　進行管理シート

類似団体から学べ！
コスト管理・特別会計等健全化の推進

取組項目 担当部署
R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

新たな事務
事業評価に
向けた市議
会、庁内の情
報共有、対象
及び情報等
の検討

２市視察

26市調査を実施した
が、具体的な業務整
理に至らなかったた
め

視察を踏まえ
業務整理の
検討を実施
する

課内検討とと
もに視察実施

なし

継続実施
法定外繰入
金の削減

財政健全化計画ど
おり実施しているた
め。

なし

なし

撤去自転車保管所の見直し
土地所有者と
協議し、６月
末返還

経費削減
土地所有者と協議
し、返還に至ったた
め。

なし

低未利用公園等の活用

・庁内照会
・公園審査会
・隣接地権者
と協議中

なし
現在、調整中であり
実施には至っていな
い。

引き続き活
用に向けて
進めていく。

街路灯電気料金の一括払い
他市事例参
考に実施

経費削減
他市事例を参考に
課内検討等を行い、
実施に至ったため。

なし
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計画（Ｐ）
R元上半期 評価

取組項目 担当部署
R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

交通対策課
③庁内
検討

Ｃ

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

高架下の活用（駐輪場・保管所） 未実施 なし

高架下活用につい
ては、土地所有者と
の具体な協議に至ら
なかったため

土地所有者
との協議継
続を要する
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取組④

計画（Ｐ）
R元上半期 評価

行政経営
担当

⑧推進 Ａ

行政経営
担当

⑦実施 Ａ

行政経営
担当

③庁内
検討

Ｃ

広報秘書課
③庁内
検討

Ａ

管財課 ⑥試行 Ｂ

管財課 ⑨検証 Ａ

会計課 ⑤準備 Ａ

市民課 ⑦実施 Ａ

コミュニティ
文化課

③庁内
検討

Ｂ

環境政策課
③庁内
検討

Ｓ

自立生活
支援課

⑤準備 Ｃ

保育課
④審議会

等
Ｃ

児童
青少年課

①調査 Ａ

児童
青少年課

②課内
検討

Ｂ

入所見込み数の試
算と大規模化対策
の検討を行った

なし

公民館の進
捗状況を確認

公民館の状
況を把握

職場協議を開催、そ
の後、公民館の状況
を把握した

他市の状況、
老朽化施設
の状況など、
総合的な視
点で課内検
討を行う。

児童館業務委託

学童保育所委託（１所）

入所見込数
の試算大規
模化対策の
検討

入所見込数
の把握

市立保育園の民営化（２園）
公立保育園
運営協議会で
の説明・協議

なし
公立保育園運営協
議会での説明・協議
が進んでいない。

引き続き対
応を続ける。

公民連携アウトソーシング基本方
針に基づく業務見直し

事例の調査
方向性の整
理

検討は進めている
が、方法などの結論
が出せていないた
め。

庁内検討に
進めるように
早急に検討
を行う。

環境楽習館の運営方法見直し

Ｈ30年度中に
検討を終え、
Ｒ元年度から
実施

645千円の財
政効果

運営の見直しを半年
前倒しして実施

実施済のた
めＲ元年度
上半期を実
施とする。

公民連携アウトソーシング基本方
針に基づく業務見直し

多摩地区内
市立美術館
の体制等の
状況をもとに
運営方法の
検討を行っ
た。

課内検討の
結果、結論を
得るに至って
いない。

業務見直しの方向
性を検討したが、結
論を得ていないた
め。

下半期中に
さらに業務見
直しの方向
性について
検討し、整理
を行う。

市民課窓口委託

４月～フロア・
郵送業務委
託開始、６月
～窓口受付・
証明発行業
務委託開始

正職員３人ほ
か一部非常
勤嘱託職員、
臨時職員

予定どおり、４月以
降順次委託業務の
開始ができたため、
８月異動のタイミン
グで３人減員実施

窓口委託開
始から間もな
いため、引き
続き受託事
業者側と協
議を行い、マ
ニュアル等の
改善に取り
組む。

収納・振込業務の効率化
口座振替の
電送化につい
て導入準備中

令和元年10
月中の導入
見込みが立っ
た

当初、令和２年度の
導入予定だったもの
が早まった

なし

市民課窓口
業務委託の
開始

公民連携アウトソーシング基本方
針に基づく業務見直し

継続
課題の明確
化

新たな業務見直し等
検討

必要な情報
提供を適宜
行う。

施設警備委託 継続
施設管理員を
削減

なし なし

計画どおり市民課窓
口業務委託が開始
された。

窓口業務委
託の安定及
び総合案内
業務の委託

アクションプラン２０２０　進行管理シート

民の強み、行政の役割！
公民連携アウトソーシングの推進

取組項目 担当部署
R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

公民連携アウトソーシング基本方
針の策定

市民課窓口
委託の実施

新たな公民連
携アウトソー
シングの推進

市民課窓口業務委
託及び学校施設の
管理業務委託の前
倒し実施など、新た
な公民連携アウト
ソーシングが推進さ
れている。

・新たな公民
連携アウト
ソーシングの
推進
・基本方針の
さらなる周知

なし秘書業務の一部派遣化
行政経営担
当及び職員課
と協議中

派遣化にあ
たっての課題
の抽出

予定どおり関係各課
と協議を進めてい
る。

総合案内業務の見直し なし なし

併せて検討していた
市民課窓口委託を
優先して行うことと
し、それを踏まえて
検討することとなっ
ているため。

市民課窓口
委託の業務
安定の上で、
庁内検討を
行う。

窓口改革の推進（市民課窓口委託
等）

市民課窓口
業務委託の
開始
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計画（Ｐ）
R元上半期 評価

取組項目 担当部署
R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

交通対策課 ⑧推進 Ｃ

庶務課 ⑦実施 Ｓ

学務課
③庁内
検討

Ａ

生涯学習課
②課内
検討

図書館 ⑤準備 Ａ

公民館
④審議会

等
Ｂ

図書館業務委託
関係部署との
協議を実施

進捗の確認

現在の委託館も含
めて、分室の更なる
公民連携・市民協働
の推進に向けて準
備を進めている。

なし

市テニスコート場の指定管理者委
託の導入

2校の委託化
を実施

4人の非常勤
嘱託職員を削
減

委託予定1校、プラ
ス1校を前倒し、合
計2校の民間委託を
実施

なし

民間活用による駐輪場整備 未実施 なし

駅周辺に駐輪場とし
て整備できる土地が
ないため未実施と
なった。

駅周辺に駐
輪場として整
備できる土地
がないため、
取組項目を
継続するか
検討を要する

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

公民館センター化・業務委託

検討スケ
ジュールに従
い検討
委託内容検
討

なし
検討をしているが、
結論を得ていない。

中長期策定
スケジュール
に従い検討
を進める。

学校給食調理業務の更なる委託

・庁内調整
・職員団体と
の協議
・みんなの給
食委員会等

・委託方針の
策定
・職員団体へ
の提案及び協
議の開始

予定どおり進捗して
いるため。

・関係者に引
き続き丁寧な
説明等を行
う。

施設管理業務の委託化

平成３０年度に検討を完了しているため、評価不可
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取組⑤

計画（Ｐ）
R元上半期 評価

企画政策課 ⑤準備 Ｂ

行政経営
担当

⑧推進 Ｂ

行政経営
担当

⑧推進 Ａ

行政経営
担当

⑦実施 Ｃ

行政経営
担当

⑦実施 Ｃ

財政課 ⑤準備 Ｂ

コミュニティ
文化課

③庁内
検討

Ｂ

コミュニティ
文化課

③庁内
検討

Ｂ

市民税課
②課内
検討

Ａ

下水道課
②課内
検討

Ｂ

地域福祉課 ⑥試行 Ａ

新基準に基づく受益者負担の見直
し

他市の証明
書発行手数
料の研究

平成31年4月
時点での他市
の状況

現在の発行価格は、
26市中、高い水準に
あり、引き続きの調
査を行うこととした。

なし

新基準に基づく補助金等の見直し
要綱改正し、
４月より施行

申請団体の
公平性が担
保された

補助金等検討委員
会で見直しの承認を
受け、4月に改正要
綱を施行した

なし

現在検討中
の新たな事
務事業評価
における実
施を含め、行
政経営担当
と連携してい
く。

新基準に基づく補助金等の見直し
行政経営担
当との調整

補助金等の
見直し方法の
意見交換

新たな事務事業評
価において補助金
等を見直すことを含
め、行政経営担当で
今後の進め方を検
討中であるため。

新基準に基づく受益者負担の見直
し

他市調査をも
とに、集会施
設使用料の
状況を確認し
た。

アクションプラン２０２０　進行管理シート

徹底した市民目線で！
補助金・受益者負担・給付水準の適正化

取組項目 担当部署
R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

新基準に基づく受益者負担の見直
し（長期総合計画等売払収入）

なし なし

受益者負担基準等
に従い庁内手続きな
ど準備を行うが、現
状冊子の量感が未
定のため特段準備
することはない。

具体的な準
備段階に
入った際の
手続き等の
整理を行う。

委員会、審議会の報酬見直し 課内検討
報酬引き下げ
の影響と対応
策の検討

課内検討中であり、
審議会等に諮るに
は至らなかったた
め。

企画政策課
と連携し、市
民参加の在
り方を踏まえ
て引き続き検
討する。

給付水準の見直し 課内検討

給付水準適
性化の課題
及び手続きの
検討

給付水準見直しの
方針案等を行財政
改革市民会議に諮
るには至らなかった
ため。

給付水準見
直しの方針
案をまとめ、
行財政再建
推進本部及
び市民会議
での検討を
行う。

補助金等交付の基準見直し
補助金等検
討委員会

なし

適宜、補助金等検討
委員会での検討は
行われているが、補
助金等見直し基準
に基づく行財政再建
推進本部による検討
対象の抽出の上で
の検証・見直し等は
行えていないため。

現在検討中
の新たな事
務事業評価
における実
施を含め、財
政課と連携し
ていく。

受益者負担の基準見直し
各課における
受益者負担
の見直し

道路管理課に
よる占用料見
直しの準備

基準を踏まえた見直
しが個別に進められ
た。

なし

課内検討の
結果、結論を
得るに至って
いない。

集会施設以外の受
益者負担に関するこ
とを含めて検討を継
続することとした。

下半期中も
引き続き検
討し、整理を
進める。

新基準に基づく補助金等の見直し

所管する補助
金の補助割
合の調査に基
づき、補助金
のあり方につ
いて検討を
行った。

課内検討の
結果、結論を
得るに至って
いない。

業務見直しの方向
性を検討したが、結
論を得ておらず、ま
た、他自治体の状況
も確認する必要があ
ると考えるため。

文化行政に
係る補助金
のあり方につ
いて下半期も
引き続き検
討を行い、庁
内検討に進
めるよう整理
を行う。

新基準に基づく受益者負担の見直
し（減免基準）

課内検討に資
する資料を収
集

なし

庁内の他の減免事
項との比較検証する
ため、資料収集を
行った。

下半期に向
け、検証して
いく予定。
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計画（Ｐ）
R元上半期 評価

取組項目 担当部署
R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

自立生活
支援課

⑦実施 Ｃ

健康課 ⑨検証 Ｂ

保育課 ⑦実施 Ａ

保育課
②課内
検討

Ｃ

道路管理課 ⑤準備 Ａ

学務課 ⑨検証 Ａ

指導室 ⑦実施 Ａ

生涯学習課 ⑤準備 Ｂ

公民館
④審議会

等
Ｂ

新基準に基づく補助金等の見直し 継続実施
明確な基準に
よる補助金執
行

昨年度改正した補
助金要綱に基づい
て、適切に補助金執
行を行うことができ
ている。

なし

就学援助の見直し
見直しに基づ
く就学援助の
実施

見直しに基づ
く就学援助の
円滑な実施

予定どおり進捗して
いるため。

地域的に認
定率が低い
ことを含めた
今後の方向
性の検討

道路占用料の見直し

議会上程準
備
占用企業者と
の意見交換

条例改定に向
けた準備がで
きた

上程準備について、
計画どおり行ってい
る。

占用企業者
と意見交換
後、第４回定
例会に上程
する。

新基準に基づく補助金等の見直し
課内検討を実
施

見直しの必要
性の確認

課内検討を進めた
が、見直し内容の確
定にまで至っていな
い。

予算にて見
直し内容を反
映させること

保育料の見直し
段階的改定を
H31.4実施

受益者負担
の適正化

改正条例に基づき
H31.4に改定を行っ
た。

R1.10に予定
されている幼
児教育無償
化対応

更なるがん検診の有料化

大腸がん検
診、子宮がん
検診の有料
化の検証を実
施

昨年度実績
数値の把握

大腸がん、子宮がん
の有料化を実現でき
たものの、受診者数
が前年度を下回るも
のもあるため。

受診率向上
のため、周知
方法等の工
夫を図る。

新基準に基づく補助金・受益者負
担・給付水準の見直し

実施の準備
方向性の整
理

実施に向けて検討
は進めているが、実
施には至っていない
ため。

実施に向け
て具体的な
検討を行う。

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

公民館有料化

検討スケ
ジュールに従
い検討
減免規定検
討

なし
検討しているが、結
論を得ていない。

中長期策定
スケジュール
に従い検討
を進める。

上水公園運動施設の有料化
利用団体ヒア
実施

体協加盟の
利用団体へ
のヒアを完了

利用団体の意向確
認を終え、それらを
踏まえた更なる検討
が必要。

引き続き調
査を行う。
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取組⑥

計画（Ｐ）
R元上半期 評価

行政経営
担当

⑪見直し Ａ

職員課 ⑧推進 Ａ

市民税課
②課内
検討

Ａ

ごみ対策課 ⑤準備 Ａ
ごみ対策課業務見直し（分室業務・
類団差整理を含む）

素案作成
業務見直し
（素案）

素案を作成し、課内
にて説明を実施

引き続き課内
で丁寧な合
意形成を図っ
ていく。

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

定員管理計画
を見直した。

定員管理計画
の改定

定員管理計画を改
定し、職員の適正化
及び重点配置を行っ
た。

なし

課税業務見直しによる類団差整理
（１人）

後述⑧と併せ
検討

検討結果
後述⑧と併せ職場
協議を開催し、結果
をまとめた。

類団差異は
年度により有
無が生じてい
る。

なし
中長期的な展望に基づく計画的な
職員採用

職員採用試験
の実施

採用予定者の
獲得

定員管理計画を踏
まえた、職員採用試
験を実施したため。

定員管理計画の策定（職員数削
減・重点配置）

アクションプラン２０２０　進行管理シート

少数精鋭で高い市民サービス！
職員数の適正化と重点配置

取組項目 担当部署
R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由
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取組⑦

計画（Ｐ）
R元上半期 評価

企画政策課
他４１部署

⑧推進 Ｂ

行政経営
担当

⑥試行 Ｂ

職員課 ⑧推進 Ａ

職員課 ⑧推進 Ａ

派遣研修の実施 継続実施 1件
東京都への派遣研
修を実施したため。

なし

民間交流の実施 継続実施 4件

多摩信用金庫、東京
オリンピック・パラリ
ンピック競技大会組
織委員会、小金井市
観光まちおこし協会
と人事交流を実施し
たため。

なし

・目標達成に
向けた重点
項目等の取
組の徹底

アクションプラン２０２０　進行管理シート

市民の「ありがとう」のために
職員の意識改革

取組項目 担当部署
R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

時間外勤務の抑制
（各課目標時間の厳守）

目標及び取組
を明確化の
上、全庁で推
進

・時間外勤務
抑制の意識
徹底

取組を推進している
ものの、時間外勤務
時間数が目標時間
を上回っているた
め。

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

改善改革運動の実施・推進 課内検討
実施要綱の
検討

改善改革運動の試
行を踏まえ、本実施
に向けた準備を進め
ているが、要綱制定
及び庁内説明会等
が予定よりも遅れて
いるため。

早急に要綱
を制定すると
ともに、実施
スケジュール
等を庁内に
周知する。
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取組⑧

計画（Ｐ）
R元上半期 評価

企画政策課
③庁内
検討

行政経営
担当

⑧推進 Ａ

職員課 ⑦実施 Ａ

会計課 ⑦実施 Ａ

選挙管理
委員会事務局

②課内
検討

Ａ

保険年金課
②課内
検討

Ｃ

市民税課
②課内
検討

Ａ

納税課 ⑦実施 Ａ

ごみ対策課 ⑦実施 Ａ

保育課
②課内
検討

Ｃ

児童
青少年課

②課内
検討

Ａ

庶務課 ⑦実施 Ａ

職員の非常勤化（職員１→非常勤
職員１）

職員の非常勤化（職員１→非常勤
職員１）

令和元年度
から職員１人
の非常勤化を
実施した

職員1人の非
常勤化

業務については支
障なく遂行している。

なし

非常勤化を１
年前倒しして
実施の検討

再検討結果
報告書提出

職場協議・課内検討
の結果、実現のため
の要件付きの内容
でまとめた。

Ｒ2年度上半
期を実施とす
る。

職員１名削減

職場協議を開催し、
結果をまとめた。

市民サービ
スの維持、向
上に資するよ
う、更なる検
討を要す。

職員の非常勤化（職員１→非常勤
職員２）

職員の非常勤化
課内検討でき
なかった

なし

まずは時間外勤務
の抑制を優先し、正
規職員の非常勤化
を検討できなかっ
た。

課内検討の
早期実施

職員の非常勤化（職員１→非常勤
職員１）

職員の非常勤化（職員１→非常勤
職員１）

検討指示取
組として検討

検討結果

非常勤化実
施

職員１名削減

職員の非常勤化
課内検討を実
施

計画どおり課
内検討は実
施したためＡ
としたが、検
討した結果、
非常勤化は
困難という結
論に至った。

職員の非常勤化（職員１→非常勤
職員１）

比較対象の東久留
米市は、Ｈ30.10.1現
在本市と同じ4人体
制であり、実務を鑑
みても非常勤職員で
は選挙時の対応が
困難なため、非常勤
化は困難との結論
に至った。

なし

非常勤化を実施した
ため。

なし

非常勤化等の推進（働き方改革）

・検討指示取
組の検討の
推進
・会計年度任
用職員制度
導入に伴う検
討

・検討指示取
組の検討結
果
・会計年度任
用職員の職
務の検討

５つの部署で検討指
示取組の検討が進
められ、一部業務の
会計年度任用職員
化が進められる方向
となった。

会計年度任
用職員の活
用に向けた
各課におけ
る職務の見
直しの推進

なし
職員の非常勤化（職員２→非常勤
職員２）

H30年度に1
名、R1年度に
1名、段階的
に非常勤化を
推進中

1名の非常勤
化を実施

規定のスケジュール
どおりに進行してい
る

職員の非常勤化（職員２→非常勤
職員３）

非常勤化実
施

アクションプラン２０２０　進行管理シート

定型業務を見直せ！
多様な任用形態の活用

取組項目 担当部署
R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

職員の非常勤化 未実施 なし
今年度施行の新た
な制度に係る業務
量等把握中のため。

他市状況を
係内で共有
し業務分担
の内容を検
討

非常勤化を計画どお
り実施

非常勤化実
施

職員１名削減
計画どおり実施し支
障なく業務を遂行し
ている。

なし

なし

平成３０年度に検討を完了しているため、評価不可
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計画（Ｐ）
R元上半期 評価

取組項目 担当部署
R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

議会事務局
②課内
検討

Ａ なし再任用職員、非常勤職員等の活用

H２９年度に類
似団体分析を
行い、経験者
なら一定検討
の余地あり

他市の活用
状況等を理解
できた

類団同様、議会事務
局経験者が、希望者
としている場合等に
改めて検討する。

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）
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取組⑨

計画（Ｐ）
R元上半期 評価

行政経営
担当

③庁内
検討

Ｃ

職員課 ⑦実施 Ａ

庶務課 ⑦実施 Ａ

庶務課 ⑦実施 Ａ

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

４月1日から本
格実施した

庶務課契約
が主管課契
約の拡大によ
りなくなった

業務については支
障なく遂行している。

なし

アクションプラン２０２０　進行管理シート

市民の声に打てば響く！
組織機構の改革

取組項目 担当部署
R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

契約事務の管財課への移管又は
主管課契約の拡大

業務については支
障なく遂行している。

なし

新庁舎竣工を目途とした組織改正 課内検討
検討課題及び
スケジュール
の整理

検討課題及びスケ
ジュールを行政経営
担当として検討した
が、庁内検討に至ら
なかったため。

庁内にヒアリ
ングの上、行
財政再建推
進本部で方
針を策定して
いく。

給与業務の一元化
給与業務の
一元化を実施

業務の効率
化

計画どおり実施でき
たため。

なし

給与事務の移管
４月1日から本
格実施した

職員課へ給
与事務を移管
した
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取組⑩

計画（Ｐ）
R元上半期 評価

行政経営
担当

⑧推進 Ａ

行政経営
担当

⑧推進 Ａ

行政経営
担当

⑧推進 Ａ

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

市民会議による進捗チェックと公表

アクションプラ
ン２０２０の進
行管理（平成
３０年度分及
び令和元年度
上半期分）

進捗チェック
の実施及び結
果の共有・公
表

計画通り進捗チェッ
クが完了し、結果を
市民が確認できる状
況となっているた
め。

進行管理
シートの改善
等を行い、進
捗チェックを
行いやすくす
る取組を行う
必要がある。

市民・市議会・行政による行財政改
革の一体的推進（聖域なき改革の
推進）

行財政改革
推進調査特
別委員会、行
財政改革市
民会議、市
報、市HP

特別委員会、
市民会議での
情報共有及び
審議

市議会、市民会議に
情報提供を行いな
がら、取組の推進を
図った。

なし

なし

アクションプラン２０２０　進行管理シート

ガラス張りを目指せ！
市民・市議会・行政による一体的推進

取組項目 担当部署
R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

行財政改革の 「見える化」

アクションプラ
ン２０２０の進
行管理（平成
３０年度分及
び令和元年度
上半期分）

進行管理シー
トの作成及び
公表

進行管理シートの公
表により、行財政改
革プラン２０２０の進
捗を、市民が確認で
きる状況となってい
るため
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取組⑪

計画（Ｐ）
R元上半期 評価

行政経営
担当

➉更新 Ａ

行政経営
担当

③庁内
検討

Ａ

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

行財政改革プラン２０２５（仮称）策
定

行財政再建
推進本部

策定スケ
ジュールの検
討

・行財政改革プラン
２０２５の策定スケ
ジュールを提示し
た。また、行財政改
革市民会議の提言
の準備が進められ
ている。（９月末時点
の予定）

行財政改革
市民会議の
提言も踏まえ
て、課題等を
整理した策
定方針を策
定する。

目標実現に
向けた更なる
取組の積み
上げ

アクションプラン２０２０　進行管理シート

重要課題を先取り解決！
進行管理の強化

取組項目 担当部署
R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

アクションプラン２０２０の策定・更
新

・職場協議
・計画の更新

令和元年度
版を策定し
た。

アクションプラン２０２
０を予定どおり改定
して、新規取組を積
み上げた。
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小金井市行財政改革市民会議（第８回）

課名 種別 時点
②新たな財源等の確保

平成29年
９月策定時

⑧推進 → ②課内検討 ④審議会等 ⑦実施 ⑧推進 → →

平成30年
９月改定時

⑧推進 → ②課内検討 ④審議会等 ⑦実施 ⑧推進 → →

令和元年
９月改定時

⑧推進 → ②課内検討 ④審議会等 → → ⑦実施 ⑧推進

③コスト管理・特別会計等健全化の推進
平成29年
９月策定時

①調査 ③庁内検討 ⑤準備 ⑦実施 ⑧推進 → →

平成30年
９月改定時

①調査 ③庁内検討 ⑤準備 ⑦実施 ⑧推進 → →

令和元年
９月改定時

①調査 ③庁内検討 ⑤準備 ④審議会等 → → →

平成29年
９月策定時
平成30年
９月改定時
令和元年
９月改定時
平成29年
９月策定時
平成30年
９月改定時

①調査 ②課内検討 ③庁内検討

令和元年
９月改定時

①調査 ②課内検討 → → ③庁内検討

平成29年
９月策定時
平成30年
９月改定時

②課内検討 ③庁内検討 →

令和元年
９月改定時

②課内検討 ③庁内検討 → → → →

令和元年９月１１日

新規

延伸

公用車の削減 管財課

広告等の活用推進
行政経営
担当

延伸

取組項目 Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３以降

アクションプラン２０２０の改定について

高架下の活用（駐輪
場・保管所）

交通対策
課

延伸

放置自転車撤去業
務の見直し

交通対策
課

各部・各課コスト管理
の推進

行政経営
担当

延伸

記載内容調整中

資料２

1 



課名 種別 時点取組項目 Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３以降
④公民連携アウトソーシングの推進

平成29年
９月策定時
平成30年
９月改定時

③庁内検討 → →

令和元年
９月改定時

③庁内検討 → → → → →

平成29年
９月策定時

①調査 ②課内検討 ⑤準備 ⑥試行 → ⑦実施

平成30年
９月改定時

①調査 ②課内検討 ⑤準備 ⑥試行 → ⑦実施

令和元年
９月改定時

①調査 ②課内検討 ⑤準備 → → → →

平成29年
９月策定時

②課内検討 ③庁内検討 ⑤準備 → ⑦実施 ⑨検証 ⑧推進 ⑨検証

平成30年
９月改定時

②課内検討 ③庁内検討 ⑤準備 → ⑦実施 ⑨検証 ⑧推進 ⑨検証

令和元年
９月改定時

②課内検討 ③庁内検討 ⑤準備 → ⑦実施 ⑨検証 ⑧推進 ⑨検証

平成29年
９月策定時

①調査 ②課内検討 → ③庁内検討 ④審議会等 ⑤準備 →

平成30年
９月改定時

①調査 ②課内検討 → ③庁内検討 ④審議会等 ⑤準備 →

令和元年
９月改定時

①調査 ②課内検討 → → → ③庁内検討 →

平成29年
９月策定時

②課内検討 ③庁内検討 ⑤準備 ⑦実施

平成30年
９月改定時

②課内検討 ③庁内検討 → → →

令和元年
９月改定時

②課内検討 ③庁内検討 → → ⑦実施

平成29年
９月策定時

①調査 ②課内検討 → ③庁内検討 ⑤準備 → → →

平成30年
９月改定時

①調査 ②課内検討 → ③庁内検討 ⑤準備 → → →

令和元年
９月改定時

①調査 ②課内検討 → ③庁内検討 ⑤準備 → → →

平成29年
９月策定時
平成30年
９月改定時

⑧推進 → → → → → → →

令和元年
９月改定時

⑧推進 → → →

民間活用による駐輪
場整備

交通対策
課

推進未定

公民連携アウトソー
シング基本方針に基
づく業務見直し

自立生活
支援

延伸
実施未定

⑦実施

⑦実施

(削除)

環境楽習館の運営
方法見直し

環境政策
課

展開

初回３年で見直し

(削除)

公民連携アウトソー
シング基本方針に基
づく業務見直し

コミュニ
ティ文化
課

延伸
実施未定

⑦実施

⑦実施

(削除)

市民課窓口委託 市民課

新庁舎における実施は別
途検討
新庁舎における実施は別
途検討
新庁舎移転後について
は実施をふまえ検討

語句整備

公民連携アウトソー
シング基本方針に基
づく業務見直し

管財課

総合案内業務の見
直し

行政経営
担当

延伸

延伸

記載内容調整中
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課名 種別 時点取組項目 Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３以降
平成29年
９月策定時

①調査 ②課内検討 ③庁内検討 ⑤準備 ⑦実施

平成30年
９月改定時

①調査 ②課内検討 ③庁内検討 ⑤準備 ⑦実施

令和元年
９月改定時

①調査 ②課内検討 ③庁内検討 ⑤準備 ⑦実施 ⑤準備 ⑦実施

平成29年
９月策定時

②課内検討 ⑤準備 → ⑦実施

平成30年
９月改定時

②課内検討 → → →

令和元年
９月改定時

②課内検討 → → (削除)

平成29年
９月策定時

④審議会等 → ②課内検討 ③庁内検討

平成30年
９月改定時

④審議会等 → ②課内検討 ③庁内検討 ⑤準備 →

令和元年
９月改定時

④審議会等 → ②課内検討 ③庁内検討 ⑤準備 → → →

平成29年
９月策定時

①調査 ②課内検討 ④審議会等 ⑤準備 ⑦実施

平成30年
９月改定時

①調査 ②課内検討 → ④審議会等 → ⑤準備

令和元年
９月改定時

①調査 ②課内検討 → ④審議会等 → → ⑤準備 →

平成29年
９月策定時

②課内検討

平成30年
９月改定時

②課内検討 ③庁内検討 →

令和元年
９月改定時

②課内検討 ③庁内検討 → → ⑤準備 →

⑤補助金・受益者負担・給付水準の適正化
平成29年
９月策定時

②課内検討 ④審議会等 ⑦実施 ⑧推進 → → →

平成30年
９月改定時

②課内検討 → ④審議会等 ⑦実施 ⑧推進 → →

令和元年
９月改定時

②課内検討 → ④審議会等 → → ⑤準備 →

平成29年
９月策定時

②課内検討 ④審議会等 → ⑦実施 ⑧推進 → →

平成30年
９月改定時

②課内検討 ④審議会等 → ⑦実施 ⑧推進 → →

令和元年
９月改定時

②課内検討 ④審議会等 → → → → →

委員会、審議会の報
酬見直し

行政経営
担当

延伸

給付水準の見直し
行政経営
担当

延伸

５年毎に見直し

５年毎に見直し

５年毎に見直し

学校給食調理業務
の更なる委託

学務課 展開

Ｒ3.4.1　2校実施

公民館センター化・
業務委託

公民館 延伸

図書館業務委託 図書館 延伸

市テニスコート場の
指定管理者委託の
導入

生涯学習
課

完了
（不実施）

収納・振込業務の効
率化

会計課 展開
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課名 種別 時点取組項目 Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３以降
平成29年
９月策定時

①調査 ②課内検討 → ③庁内検討 ⑤準備 ⑦実施 →

平成30年
９月改定時

①調査 ②課内検討 → ③庁内検討 ⑤準備 ⑦実施 →

令和元年
９月改定時

①調査 ②課内検討 → → → ③庁内検討 →

平成29年
９月策定時

①調査 ②課内検討 → ③庁内検討 ⑤準備 ⑦実施 →

平成30年
９月改定時

①調査 ②課内検討 → ③庁内検討 ⑤準備 ⑦実施 →

令和元年
９月改定時

①調査 ②課内検討 → → → ③庁内検討 →

平成29年
９月策定時

①調査 ②課内検討 ⑤準備 ⑥試行

平成30年
９月改定時

①調査 ②課内検討 → → ⑤準備 ⑥試行

令和元年
９月改定時

①調査 ②課内検討 → → → ⑤準備 ⑥試行

平成29年
９月策定時

①調査 ⑤準備 → ⑦実施

平成30年
９月改定時

①調査 ⑤準備 → ⑦実施

令和元年
９月改定時

①調査 → → → →

平成29年
９月策定時

①調査 ②課内検討 ④審議会等 ⑤準備 ⑦実施

平成30年
９月改定時

①調査 ②課内検討 → ④審議会等 → ⑤準備

令和元年
９月改定時

①調査 ②課内検討 → ④審議会等 → → ⑤準備 →

平成29年
９月策定時

②課内検討 ④審議会等 ⑦実施 ⑨検証

平成30年
９月改定時

②課内検討 ④審議会等 ⑦実施 ⑨検証

令和元年
９月改定時

⑦実施

⑧多様な任用形態の活用
平成29年
９月策定時

①調査 → ②課内検討 → ③庁内検討 → ⑦実施 ⑧推進

平成30年
９月改定時

①調査 → ②課内検討 → ③庁内検討 → ⑦実施 ⑧推進

令和元年
９月改定時

①調査 → ②課内検討 → (削除) (削除) (削除) (削除)

職員の非常勤（会計
年度任用職員）化
（職員１→非常勤（会
計年度任用）職員１）

企画政策
課

完了
（不実施）

新基準に基づく補助
金等の見直し

指導室
誤植修正
（前倒し）

公民館有料化 公民館 延伸

上水公園運動施設
の有料化

生涯学習
課

延伸

新基準に基づく受益
者負担の見直し

市民税課 延伸

新基準に基づく受益
者負担の見直し

コミュニ
ティ文化
課

延伸

新基準に基づく補助
金等の見直し

コミュニ
ティ文化
課

延伸
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課名 種別 時点取組項目 Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３以降
平成29年
９月策定時
平成30年
９月改定時
令和元年
９月改定時

①調査 ②課内検討 →

⑨組織機構の改革
平成29年
９月策定時

③庁内検討 ⑤準備 → → → → →

平成30年
９月改定時

③庁内検討 → → → ⑤準備 → →

令和元年
９月改定時

③庁内検討 → → → → → →

平成29年
９月策定時

②課内検討 → ③庁内検討 → ⑦実施 → →

平成30年
９月改定時

②課内検討 → ③庁内検討 → ⑦実施 → →

令和元年
９月改定時

②課内検討 → ③庁内検討 → ⑦実施 (削除) (削除)

⑪進行管理の強化
平成29年
９月策定時

②課内検討 → ③庁内検討 → ④審議会等 ⑦実施

平成30年
９月改定時

②課内検討 → ③庁内検討 → ④審議会等 ⑦実施

令和元年
９月改定時

②課内検討 → → ③庁内検討 ④審議会等 ⑦実施

契約事務の管財課
への移管又は主管
課契約の拡大

行財政改革プラン２
０２５（仮称）策定

行政経営
担当

延伸

庶務課 完了

事務の移管・見直しに併
せて１人非常勤化
事務の移管・見直しに併
せて１人非常勤化

(削除)

新庁舎竣工時実施

大規模な組織改正は、新
庁舎移転後実施

職員の会計年度任
用職員化

資産税課 新規

※可能性を類似市の視
察調査を行い検証する。

新庁舎竣工を目途と
した組織改正

行政経営
担当

延伸

新庁舎竣工時実施

5 



小金井市行財政改革市民会議（第８回） 

 

令和元年９月１１日 

 

 

 

 

今後の小金井市の行財政の在り方について(提言) 

 

～「小金井市行財政改革プラン２０２５」（仮称）策定に向けて～ 

（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年１１月  日 

 

小金井市行財政改革市民会議 
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はじめに 

 

○平成２９年１１月１３日に、第９期となる小金井市行財政改革市民会議（以下、「市民会

議」という。）が設置され、西岡市長より委嘱を受けた。そして、同年４月に策定された

行財政改革プラン２０２０に基づいて、持続可能な財政運営と市民サービスの向上を実

現していくことにより、「選ばれるまち」を目指す「未来をひらく小金井市改革」を推進

するために取り組んできた。 

 

○特に、行財政改革プラン２０２０では、第７期市民会議答申で「主要で困難な課題は先

送りされている感がある」とされていたことを受け、「重点取組項目を最優先で進めるＰ

ＤＣＡ（特にＣＡの強化）を」を掲げ、そのための取組の一つとして「市民会議による

市民目線でのチェックと公表」を実施することとしている。これを受けて、市民会議で

も進捗チェックに精力的に取り組んできた。 

 

○私たち市民は、大いに聞き、見て、知り、考え、発信し、市議会・行政とともに、次世代

を担う子どもたちから住み続けたい、住んでみたいと思われる「選ばれるまち」を目指

す「未来をひらく小金井市改革」を進めなければならない。 

 

○この間の進捗チェックを踏まえて、行財政改革プラン２０２０を更に加速させるために、

そして、新たな行財政改革プランである「行財政改革プラン２０２５」（仮称）（以下、

「行財政改革プラン２０２５」という）の策定に向けて、市民会議が重要と考える事項

について提言するものである。 

 

○市長をはじめとする行政当局は、市民会議による本提言を最大限に尊重し、新たに策定

する行財政改革プラン２０２５に反映するよう強く要請する。併せて、市議会議員各位

にも、本提言を踏まえて、市議会の改革を市民目線に立って、自ら進められることを強

く要請したい。 

  



2 

 

１．「未来をひらく小金井市改革」の新展開 

(1) 小金井市の行財政は改革されたか？ 

○小金井市では、平成９年に行財政改革大綱を策定して以来、現在まで２０年間以上にわ

たって行財政改革に取り組んできた。特に、平成８年度に退職手当債を全国で初めて発

行せざるを得なくなった経過は、忘れてはいけない教訓である。 

○行財政改革の目的は、持続可能な財政運営と市民サービス向上の実現である。行財政改

革プラン２０２０の計画期間では、それらはどう進んだだろうか。直近の平成３０年度

決算と計画期間前の平成２７年度を比べると、経常収支比率は９６．４％（＋５．６ポ

イント）、人件費は約６２億円（＋３億円）、積立金現在高は約８３億円（＋２７億円）、

地方債現在高は約２１５億円（▲４６億円）となっている。 

○家計で言えば、この間、月の収支は悪化して自由に使える資金が減ったが、貯金を増や

し借金を減らしたように見える。しかし、そう単純ではない。 

○平成２７年度の経常収支比率がよいのは、国の制度改正によるところが大きい。臨時財

政対策債を含めない経常収支比率は、平成２６年度は９５．４％、平成２５年度は９９．

７％であり、平成２４年度以前は１００％を超えていた年度も多かったのである。 

○市の財政状況が厳しい理由は、端的に言えば、①「不交付団体」として地方交付税措置

を受けられず、しかし余裕があるとは言えない財政基盤、②市民意識が高く、周囲に財

政力が高い自治体がある中での高い市民要望、③長年にわたる多くの行政課題にあると

考えられる。類似団体及び近隣自治体に比べて、少数精鋭で高い費用対効果で政策を進

められる自治体経営を実現していくことが必要である。 

○一方、市民サービスの向上はどうか。たとえば、子育て支援の充実のために、この間、

市は保育園の定数を約２千人から約３千人へ大幅に増やした。また、平成３１年４月に

市では初めての窓口業務委託である市民課窓口委託を実施した。平成２８年度以降、多

様な任用形態を活用する「働き方改革」や業務委託等を進めて職員３６人を削減する一

方で、福祉や子育て支援の部署等に２４人を増員して、市民ニーズに応えるための体制

を整えた。こうした取組は、一定評価できると考えている。 

○しかし、私たち市民会議の結論としては、市の行財政は十分に改革されたとは考えてい

ない。「選ばれるまち」を目指す「未来をひらく小金井市改革」のためには、より速く深

く行財政の改革を進めていく必要がある。 

 

 (2) 「スマート自治体」と「自治体３．０」 

○平成３０年７月に、総務省は自治体戦略２０４０構想研究会による「自治体戦略２０４

０構想研究会第二次報告」を発表した。 

○同報告では、「経営資源が大きく制約されることを前提に、従来の半分でも自治体が本来

担うべき機能を発揮できる仕組みが必要」「全ての自治体で、AI・ロボティクスが処理で

きる事務作業は全て AI・ロボティクスによって自動処理するスマート自治体へ転換する

必要がある」とされている。また、「自治体行政の標準化・共通化」を掲げている。 

○加えて、特に東京圏について、「早急に近隣市町村との連携やスマート自治体への転換を

はじめとする対応を講じなければ、人口減少と高齢化の加速に伴い、危機が顕在化」す

ると言及している。 
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○小金井市が、「自治体戦略２０４０構想研究会第二次報告」に基づき、至急に近隣自治体

との連携やスマート自治体への転換を進めるべきかは考え方による。しかし、こうした

動向を踏まえる必要がある。たとえば、システム改修等が二重投資になる恐れが大きい。 

○この他の注目すべき新たな自治体像としては、生駒市長小紫雅史氏の提唱する「自治体

３．０」がある。旧態依然とした「自治体１．０」、市民はお客様とする「自治体２．０」、

市民が喜んで汗をかいてくれる市民協働の「自治体３．０」があるという考え方である。 

○小金井市では、人口の微増が続いている。税収も、すぐに落ち込むようには見えない。

しかし、人口に占める生産人口の割合は減少している。子育て・子育ちを支え、高齢者

にやさしいまちづくりを進めるために、ＡＩ等の自動化技術の活用、行政の標準化・共

通化への対応、広域連携の推進とともに、市民協働による自治体経営への変革が大きな

課題となっている。それらは、自治体行政の仕事と組織を根底から変えるものとなる。 

 

(3) 「自治体経営新時代」を目指して 

○行財改革プラン２０２０では、長期的展望を持って①持続可能な財政（機動性）、②公共

施設の改善（機能性）、③市民サービス向上（職員力）、④高い市民の満足度と納得性（満

足度）を高めていく「自治体経営新時代」実現をめざすものとしている。 

○「自治体経営新時代」は、短期「緊急対策」（平成２８～２９年度）、中期「経営改革」

（平成３０～令和２年度）、長期「魅力向上」（令和３年度以降）の３段階で戦略的に取

組を進めていくものとされた。 

○令和２年度までとした中期「経営改革」では、「打てば響く組織改革」「多様な任用形態

の活用」「政策課題への重点配置」「全職員による改革の実践」「市民サービスのコスト改

善」「公共施設マネジメントの推進」「債権管理の推進（徴収引継）」「基金等の確保」が

その取組として示されていた。 

○これら中期「経営改革」が、令和２年度末までのあと約１年半で完了するとは、残念な

がら考えにくい。また、「自治体戦略２０４０構想」「自治体３．０」のように、行財政

改革プラン２０２０が策定された平成２９年４月にはなかった新たな自治体像・自治体

経営の姿がある中で、どのような取組にどのような優先順位で取り組むかは、行財政改

革プラン２０２０で示された中期・長期の取組とは異なってくることが考えられる。 

○その具体的な議論は第１０期市民会議に譲るところであるが、先に述べたとおり、ＡＩ

等自動化技術の活用、行政の標準化・共通化への対応、広域連携の推進、市民協働によ

る自治体経営への変革等に、どう向かい合うかが重要なポイントとなると考えられる。 

 

２．行財政改革プラン２０２０の成果と課題 

(1) ３つの目標指標の達成見込み 

○行財政改革プラン２０２０では、具体的な目標指標として、①「９０％を切る」経常収

支比率、②「類似団体最小」の職員数、③「全職員による」本気の改革の３つを掲げて

いる。 

○市民会議では、その達成見込み及び達成に向けた課題を次のように捉えている。 
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① 絶対にあきらめない！「９０％を切る」経常収支比率 

○行財政改革プラン２０２０では経常収支比率を９０％未満とすることを基本目標とし、

これを受けてアクションプラン２０２０では、財政効果６．８０億円を目標としている。 

○経常収支比率は、平成３０年度決算で９６．４％であり、目標とは大きな開きがある。

一方、財政効果は、平成３０年９月２８日現在で実績３．２４億円、予定数５．９５億

円であり、平成３０年度分の実績等を合わせれば、目標達成はもう一息である。 

○この間、東京都人事委員会勧告（以下、「都人勧」という）はプラス勧告が続き、都人勧

準拠として本市の人件費は増加した。それとともに、保育園定員の拡充等の子育て支援

策により扶助費が増加しており、「９０％を切る」という目標達成は厳しい見込みである。 

○なお、経常収支比率は、当該年度における財政出動の増減にも左右される。このため、

「９０％を切る」経常収支比率の実現は難しく、実際のところ、平成９年度に第１次行

財政改革が始まって以来で経常収支比率が９０％を切ったのは平成１８年度のみである。 

○また、財政健全化においては、地方債現在高や積立金現在高等も重要であり、経常収支

比率だけでは測れない面があることには留意しておきたい。前述のとおり、この間、地

方債現在高は削減され、積立金現在高は積み増されており、この面では改善が見られる。 

 

② 本気なら必ずできる！「類似団体最少」の職員数 

○行財政改革プラン２０２０では類似団体最少の職員数とすることを基本目標とし、これ

を受けてアクションプラン２０２０では、職員▲８０人を目標としている。これは、類

似団体で最少の職員数である東久留米市との差の８割程度を見込んだものである。 

○職員削減は、アクションプラン２０２０における職員削減の取組の集計は、平成３０年

９月２８日現在で実績▲５人、予定数▲３３人であり、目標とは大きな開きがある。 

○なお、職員数は平成３１年４月１日現在６７７人で、平成２９年４月１日現在の６９１

人と比べて▲１４人となっている。 

○この間、多様な任用形態の活用（職員の非常勤化）、草木枝葉収集業務委託、学童保育所

２所及び市民課窓口の委託等により職員数の適正化が進められてきたが、目標達成には

多くの職員が配属されている保育園の民営化が不可欠である。 

○なお、「類似団体最少」の職員数は、もちろん一朝一夕では実現できない。しかし、本市

の財政状況を踏まえれば、少数精鋭で類似団体・近隣市以上の市民サービスを実現する

ことは不可欠であり、仮に「類似団体最少」とはならなくても、市民サービスや行政課

題等の違いを踏まえて最適な職員数あると説明できることは不可欠である。 

 

③ 前例踏襲を打破せよ！「全職員による」本気の改革 

○行財政改革プラン２０２０では職員アンケート調査等で「全職員が行財政改革に具体的

に取り組んだ」と回答される状況を基本目標とし、これを受けてアクションプラン２０

２０では、「全職員が『行財政改革』を認識し、取組を行うこと」を目標としている。 

○行財政改革プラン２０２０で職員の意識改革に取り組むことが必要とされたのは、平成

２４年の市職員に対するアンケート調査で、行財政改革を理解するとした職員は４７．

１％、行財政改革に自分自身で取り組んだ実績のある職員は２０．７％と、極めて低い

とされたためである。 
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○現在の実績は、全職場で職場協議を行い、原則として職員が参加し、欠席した職員も個

別対応によりアクションプラン２０２０策定に参加したこと、そして、平成３０年度の

改善改革運動に延べ２００人以上の参加があったことである。 

○目標が達成できているかは、職員アンケート調査を実施してみなければわからない。し

かし、まだまだ行財政改革に具体的に取り組んだことがない職員は少なくないと考えら

れる。 

○目標は「具体的に取り組んだ」と全職員が回答すること。全職員が単に行財政改革に関

わるのではなく、具体的に取り組むように管理職等が働きかけ、また職員本人としても

努力することが求められる。 

 

(2) １１の重点取組項目の進捗状況 

○行財政改革プラン２０２０では「小金井を『健康』にする１１の処方箋」として１１の

重点取組を掲げ、アクションプラン２０２０でその取組項目を具体化し、目標実現に向

けて毎年、取組等のブラッシュアップを図ってきた。 

○アクションプラン２０２０の取組数及び進捗率は、次のとおりである。 

平成２９年度   １１７取組 ６４．９％ 

平成３０年度   １３３取組 ６９．９％ 

令和元年上半期分  ９５取組 ６０．０％ 

○計画期間の終了まで約１年６か月を残すのみであり、目標達成に向けて、重要な取組の

進捗を図り、新規取組を積み上げていく必要がある。重点取組それぞれの進捗について、

市民会議では次のとおり考えている。 

 

① いま「抜本的手術」が必要だ！（財政健全化） 

○この部分に該当するのは、重点取組①「税収等の確保」から重点取組⑤「補助金・受益

者負担・給付水準の適正化」までである。 

○重点取組①「税収等の確保」は、市税収納率について「東京都市部で上位となる収納率

の確保・維持」ができており、全国的にも高い水準を維持していることで、目標以上の

取組となっていると評価できる。今後に向けて、定住人口の確保、債権管理の推進が必

要である。 

○重点取組②「新たな財源等の確保」は、ふるさと納税の活用推進が高い成果を挙げてお

り、また広告等の活用促進や公園使用許可制度の導入も進められており、一定の成果を

挙げていると評価できる。目標達成までもう一息と考えられ、更なる広告等の活用や寄

付金募集強化の仕組みづくり等を進めていただきたい。 

○重点取組③「コスト管理・特別会計等健全化の推進」は、特別会計の健全化等が進めら

れており、目標達成はほぼ確実という見通しである。特に、交通対策課の自発的な取組

は評価に値する。しかし、地方公会計の整備等を含めて、各部・各課においてコストの

管理及び適正化を進める仕組みづくりが必要である。 

○重点取組④「公民連携アウトソーシングの推進」は、草木枝葉収集業務委託、学童保育

所委託（２所）、市民課窓口委託が実施され、保育園民営化や学校給食調理業務の更なる

委託等にも取り組まれている。財政効果は目標以上の予定数となっているが、そもそも
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目標額が低いとも考えられる。職員削減は目標に遠く及ばない状況である。保育園、学

校給食だけでなく、学童保育所、児童館、図書館、公民館等の取組が急務である。 

○重点取組⑤「補助金・受益者負担・給付水準の適正化」は、市民農園使用料、保育料、更

なるがん検診の有料化、就学援助の見直し等が実施され、補助金交付の基準等の見直し

等に取り組まれている。現時点での財政効果の集計は目標数に及ばないが、実績等はま

だ積みあがると考えられる。公民館有料化等を確実に進めていただきたい。 

 

② 「改革体質」の役に立つ市役所を（市役所改革） 

○この部分に該当するのは、重点取組⑥「職員数の適正化と重点配置」から重点取組⑨「組

織機構の改革」までである。 

○重点取組⑥「職員数の適正化と重点配置」は、定員管理計画を策定して、重点配置を行

いつつ、令和３年度までに定数を▲１４人とするものとしており、一定評価できる。財

政効果の予定数は既に目標以上となっているが、職員削減は目標達成から程遠い状況で

あり、更なる職員数の適正化と重点配置を進めていただきたい。 

○重点取組⑦「職員の意識改革」は、平成２９年度における時間外勤務の削減、改善改革

運動及び民間交流の実施等の取組が進められており、一定評価できる。しかし、時間外

勤務時間は、平成３０年度は目標未達で、令和元年度も現在まで厳しい状況が続いてい

る。改善改革運動等を進め、全職員が具体的に行財政改革に取り組むよう進めていただ

きたい。 

○重点取組⑧「多様な任用形態の活用」は、「働き方改革」に取り組み、職員２３人を非常

勤職員化した。１９人の重点配置につながっており、評価できる。目標にはまだ届いて

いないが、地方公務員法改正に伴い、会計年度任用職員制度が導入されることからも、

更なる取組を検討して進めていただきたい。 

○重点取組⑨「組織機構の改革」は、この間の小規模な組織改正や、市ＨＰ業務や給与事

務の移管等の取組が実施されている。しかし、新庁舎竣工を目途とした組織改正は、円

滑に市民サービスの提供を継続することを優先して大規模な組織開始は移転後の方向と

された。市民サービス向上かつコスト削減につながる現場からの提案等については積極

的に反映するとのことであり、必要な組織改正は移転時までに進めていただきたい。 

 

③ 三者一体の行財政改革（市民・市議会・行政） 

○この部分に該当するのは、重点取組⑩「市民・市議会・行政による一体的推進」から重

点取組⑪「進行管理の強化」までである。 

○重点取組⑩「市民・市議会・行政による一体的推進」は、行財政改革の「見える化」や市

民会議による進捗チェックと公表が行われ、一定評価できる。しかし、もともとは第８

期市民会議答申のとおり、「市民・行政だけでなく、市議会も自ら率先して人員・経費の

削減を図られたい」というものであった。市議会の人員・経費の削減が期待される。 

○重点取組⑪「進行管理の強化」は、アクションプラン２０２０の策定・更新等が行われ、

一定度評価できる。しかし、進行管理と進捗チェックを実のあるものとするためには、

更なる改善が必要である。本来、行財政改革に関係のない部署はなく、行財政改革に取

り組む必要のない職員はいないはずである。各部・各課・全職員の奮闘を期待したい。 



7 

 

 

３．【新】小金井市を「健康」にする処方箋 

○行財政改革プラン２０２０では「小金井を『健康』にする１１の処方箋」を掲げ、それ

らを重点取組項目として、行財政改革の推進を図り、一定の成果を挙げてきた。 

○しかし、改善すべき課題も少なくない。「行財政改革プラン２０２０の成果と課題」を踏

まえ、今後、「未来をひらく小金井市改革」の新展開を図っていくために、市民会議では

次の５つを新たな小金井市を「健康」にする処方箋とする必要があると考える。 

 

(1) 【行革の行革】メニュー型からプログラム型へ 

○行財政改革プラン２０２０では、３つの目標指標を掲げ、それを進めるための１１の重

点取組項目を定めた。しかし、重点取組項目は、行財政改革における取組の分野という

べきものであり、アクションプラン２０２０には１００を超える取組が掲載されている。 

○目標指標は、挑戦的なものになっている。このため、目標達成のために必要なことは、

取組の数ではない。目標達成のために不可欠な、重要な取組を重点的に進めていかなけ

れば、目標は達成できない。 

○よって、行財政改革プラン２０２５は、これまでのメニュー型の計画から、目標達成の

ための道筋を明らかにして、そのために不可欠な取組と取り組む順序等を計画化したプ

ログラム型の計画としていく必要があると考えられる。 

 

(2) 【行革の徹底】重要取組の明確化とＰＤＣＡ強化 

○行財政改革プラン２０２０を踏まえて、アクションプラン２０２０では各課からの取組

提案が盛り込まれた。また、アクションプラン２０２０の改定の際には、新規の取組が

追加された。各課における自主的自発的な取組は必要であり、推奨されるべきである。 

○その一方で、目標の実現に直結する重要な取組が必ずしも進捗していないという状況が

散見される。行財政改革プラン２０２０では、「重点取組項目を最優先で進めるＰＤＣＡ」

を目指して進行管理を強化したが、結果、１００を超える取組項目の進行管理及び進捗

チェックを行うこととなり、事務負担も増えている。 

○よって、行財政改革プラン２０２５では、目標達成に不可欠な取組を絞り込んで重要取

組として明確化し、重要取組について重点的なＰＤＣＡを行うようにすべきであると考

えられる。 

 

(3) 【行革の加速】公民連携アウトソーシングの推進 

○今後明らかなことは、行政全体としては、少子高齢化や地方分権に伴う仕事の増加に見

合う形で予算や人員を増やしていくことはできないということである。個別に重点配置

等は進めていくとはいえ、全部署でみればそうなる。 

○こうした状況を打開していくためには、業務委託・指定管理・民営化の推進、ＲＰＡや

ＡＩ等の自動化技術の活用、特に民間企業・地域団体・市民等との協働・協創が必要と

なる。重要なことは、新技術の活用や市民協働を含む広い意味での公民連携アウトソー

シングが、今後の行政における仕事の進め方の基本になるということである。 

○横浜市や塩尻市をはじめ、全国で協働・協創に積極的に取り組んで成果を挙げている先
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進事例がある。そうした取組に学び、すべての部署において何らかの形で、公民連携ア

ウトソーシングの取組を進めていくことが必要になると考えられる。 

 

(4) 【行革の基盤】成果と課題の更なる「見える化」 

○行財政改革プラン２０２０に基づいて、この間、市民会議による進捗チェックと公表を

はじめとして、行財政改革の「見える化」を進めてきた。これらにより、従前に比べれ

ば、各取組における「検討」や「実施」の内容等がある程度は見える形になってきた。 

○しかし、行財政改革の成果が具体的にどんな市民サービスの維持・向上につながったの

か、必ずしも明確ではない。また、市民目線でチェックしたとき、成果や進捗が不十分

な理由、つまり課題が不分明な取組も、まだまだ散見される。 

○今後の行財政改革では、「ビルド＆スクラップ」、つまり、ある市民サービスの維持・向

上を図るために、何かを見直す必要がますます生じる。このため、行財政改革の成果と

課題、特に「何のために」行われ、「何につながったか」の「見える化」が求められる。 

○行政内部には、「自分たちなりに取り組んでいる。外部が余計な口出しをするな」という

思いもあるかもしれない。しかし、行政内部だけの進行管理で「主要で困難な課題は先

送りされている感がある」とされた経過、そして、今後はより一層、市民の理解が必要

になることを重く受け止めていただきたい。市民会議も納得させられないようでは、行

財政改革について市民の納得感を得ていくことはできない。 

 

(5) 【行革の推進】改革人財の育成と全庁的な推進体制 

○行財政改革プラン２０２０では、平成２４年度の行政診断を踏まえて「職員の意識改革」

に取り組んだ。しかし、行財政改革とその取組は、まだまだ一部の部署・職員に止まっ

ているのではないかと考えざるを得ない。職員の意識調査を実施して、一定の時期毎に

状況を把握・分析する必要がある。 

○また、政策を進めつつ改革を行うためには、全職員のボトムアップとともに、中核とな

る改革人財が、管理職・係長職・主任等として一定数必要である。人材育成基本方針と

連携して、政策力と改革力を持つ改革人財の育成を、目標を持って進めていただきたい。 

○全庁的な推進体制については、各部各課の主体的な経営・改革を強化しつつ、重要な取

組を強力に推進できる体制を整える必要がある。 

○平成７年度に理事者・部長職者を本部員とする行財政再建推進本部（以下、「本部」とい

う）が設置され、平成１９年度からは行政経営担当がその事務局を担ってきた。しかし、

各課の取組は、行政経営担当と調整されているのが現実ではないだろうか。 

○行政の運営の要は部であり、課である。各部において各課が主体的に行財政改革を進め

る体制が不可欠である。このため、本部の下で、各部に行政経営に関する協議体を設け

て、部の経営と改革を推進し、部内各課の取組を強力に進める仕組みづくりが必要であ

ると考えられる。行政経営担当は、全体的な推進や困難な取組の支援を担うべきである。 

○一方、通常業務に追われる中で経験不足等もあり、現場だけではなかなか先進的な取組

を進めることが難しい状況があるように見受けられる。この状況を打開するために、改

革人財を結集したプロジェクトチーム（戦略的・政策的な実行支援部隊）をつくり、理

事者の直接的な指示の下で機動的な展開を図る等の体制が必要だと考えられる。  



9 

 

おわりに 

○第８期市民会議答申では、「おわりに」で「未来をひらく小金井市改革」で開かれる未来

について、次のように書かれている。 

○「未来をひらく小金井市改革」は、単なる外科手術としての行財政改革ではない。

「自治体経営新時代」を展望して、「財政健全化」とともに「市役所改革」を進め、

市民・市議会・行政の三者一体で体質改善をめざすものである。 

○それによって、小金井市全体が健康体となり、子育て環境日本一の取組やまちづく

りが進められつつ、公共施設・インフラ問題等も解決され、持続可能な財政運営が

確立して、「住みたい」「住み続けたい」という魅力溢れるまちになっていく。その

結果、より多くの定住人口が確保され、ますます魅力的で画期的なまちとなるとい

う好循環が続いていくのである。 

 

○このことは、今も変わりがない。逆に言えば、今の延長上では未来は暗い。次世代のた

めに、私たちが何をするか、どう変われるかが問われているのである。今、十分な取組

ができなければ、あの時期の職員・市民・議員が何もしなかったからだと指摘されるこ

とになるだろう。 

 

○これまでの行財政改革で、明らかなムリ・ムダ・ムラは既にかなりのところが見直され

ている。今後は、より必要な取組を進めるために、一定度必要な事業等をどう見直して

必要な財源や人員を生み出すか、そうした選択・取組ばかりとなる。職員一人ひとりに

とっても、その腕を今磨くことが、市民や関係者の信頼を得ながら、やりがいを持って

働き続けることにつながる。 

 

○本提言が、市民・市議会・行政による三者一体の行財政改革につながり、小金井市の積

極果敢な取組が、全国の動きを先取りした新たな視点による「自治体経営新時代」を切

り拓いていくものとなればと、市民会議委員一同、切に願っている。 

 


